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高齢者送迎、ＮＰＯの有料送迎認める 国交省が方針 

 

 非営利組織（ＮＰＯ）などが料金を取って高齢者や障害者を病院などに送迎するサービス

について、国土交通省は０４年度からタクシーの事業許可や普通２  

種免許がなくても有料輸送を認める方針を固め、１１日までに具体的な条件作りの検討に入

った。今年度中に条件を示す。非営利に限った特例で、車いすごと  

乗れる福祉車両に限定せず、普通乗用車にも対象を拡大する方向だ。 

 

 高齢者や障害者の外出を助けるボランティア活動は７０年代から始まり、年々需要は高ま

っている。ガソリン代などの実費相当を料金として求めることも多  

い。自家用車での有料輸送は道路運送法で禁止されているが、こうしたケースはこれまで黙

認されてきた。 

 

 国交省は昨年秋に福祉車両に限って違法状態を解消する方針を固めて、今年４月からＮＰ

Ｏなどの有料輸送を認める構造改革特区事業を開始。その実績を踏  

まえて全国で適用できるか可能性を探ってきた。安全講習を受講することなどで安全性は確

認でき、より広い需要にこたえるには福祉車両に限定しない方がい  

いと判断、０４年度のスタートに向け、条件作りを始めた。 

 

 特区では（１）社会福祉法人など福祉目的の団体が運営する（２）輸送の対象は会員登録

された要介護の高齢者や障害者ら（３）２種免許が取れない場合は  

自治体や地方運輸局などでつくる運営協議会で承認する、などを条件にしている。来年度か

ら全国で有料輸送を認める場合はこうした特区の条件が基本にな  

る。ＮＰＯ法人などにアンケートして実態を把握、条件を設ける際の参考にするという 


